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事業評価の位置付け

行政機関が行う政策の評価に関する法律 （平成13年法律第86号）

Ⅲ 政策評価の実施に関する方針 ２ 政策評価の方式

国土交通省政策評価基本計画 （平成14年、法第６条第１項に基づく基本計画）

 政策評価の実施に関する方針 政策評価の方式

個別公共事業については、事業評価方式による。

○公共事業

○その他施設費 ・官庁営繕事業
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官庁営繕事業に係る事業評価

〈新規事業採択時評価〉 実施主体 国土交通本省〈新規事業採択時評価〉 実施主体 国土交通本省
・事業費を予算化しようとする事業について実施。

・新規事業の採択時において実施。

・新規事業採択時評価は、「事業計画の必要性」、「事業計画の合理性」及び「事業計画

の効果」の３つの視点から実施。

〈再評価〉 ※１

・事業採択後一定期間が経過している事業について実施。

（事業採択後３年間が経過した時点で未着工の事業 ５年間が経過した時点で継続中の事業 再評（事業採択後３年間が経過した時点で未着工の事業、５年間が経過した時点で継続中の事業、再評
価実施後３年間が経過した時点で未着工又は継続中の事業）

・社会経済情勢の急激な変化等により再評価の実施の必要が生じた事業について再評価を行い、

必要に応じて見直しを行うほか、事業の継続が適当と認められない場合には事業を中止するもの。必要に応じて見直しを行うほか、事業の継続が適当と認められない場合には事業を中止するもの。
※１ 再評価の実施主体は、直轄事業で本省が行う事業にあっては本省、地方支分部局等が行う事業にあっては

地方支分部局等。

〈完了後の事後評価〉〈完了後の事後評価〉 ※２

・事業完了後２年間が経過した事業について実施。

・事業の効果、環境への影響等の確認を行い、必要に応じて適切な改善措置、同種事業の計画・調
査のあり方等を検討するもの査のあり方等を検討するもの。

※２ 完了後の事後評価の実施主体は、直轄事業で本省が行う事業にあっては本省、地方支分部局等が行う事業

にあっては地方支分部局等。
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官庁営繕事業の新規事業採択時評価

新規事業採択時評価は、以下の３つの視点から行われる。

①① 事業計画の必要性 （評点が100点以上であることを確認）

・老朽、狭あい、施設の不備、分散、借用返還等の事業計画の必要性

に関する評点を集計。に関する評点を集計。

② 事業計画の合理性 （以下の場合（評点100点）であることを確認）

・事業計画と同等の性能を確保できる、代替案がない場合。

・代替案がある場合、事業案と代替案との経済比較を行い、事業案の方が

経済的、合理的である場合。経済的、合理的である場合。

③ 事業計画の効果 （評点が100点以上であることを確認）

・業務を行うための基本機能（適正な規模、適切な執務空間・機能等）と施策

に基づく付加機能（防災性の確保、ユニバーサルデザイン等）による事業

計画の効果に関する評点を集計。計画の効果に関する評点を集計。
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事業計画の必要性

現在入居し いる建物の状況に応じ 支障となる項目の点数

計画実施

現在入居している建物の状況に応じて、支障となる項目の点数
を集計し、事業計画の必要性を評価

計画実施
時期等の
見直し

施設の不備老 朽 狭 あ い

100
点

未満未満

耐震性の不足等

O K
その他、

各項目の点数を
集計し必要性を

分 散 O

100
点

等の項目について点数を算出する。

集計し必要性を
確認借用返還

点
以上
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事業計画の合理性

同等の性能を確保できる代替案（改修 増築 民借）の有無を確認

代替案で

・ 同等の性能を確保できる代替案（改修・増築、民借）の有無を確認

・ 代替案がある場合、事業案と代替案との経済比較（ＬＣＣ）により、

事業計画が経済的、合理的であることを評価 代
の実施等
を検討

既存部分の改修 代替案A 代替案B

0
点増築

部分

民間ビル
への入居

部分

採択案 O K経済比較を行い

建替（新営）

100

経済比較を行い
事業計画の経済性、

合理性を確認

点
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事業計画の効果

Ｂ１（業務を行うための基本機能）とＢ２（施策に基づく付加機能）
により事業計画の効果を評価

【Ｂ１】
業務を行うための

事業計画
の見直し都市計画との整合

適正な規模

基本機能を
満たす見込みで
あることを確認

100
点

未満

適切な執務空間・機能

敷地の場所・規模が適切 アクセスの確保
あることを確認

未満

O K

事業の特性に
合致した施策に

基づく機能が付加

【Ｂ２】 自治体との合築 太陽光発電

防災性の確保
LED照明の導入 O K基づく機能が付加

される見込みで
あることを確認 100

点

ユニバーサルデザイン

LED照明の導入

内装等の木質化

点
以上
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